
１．はじめに

小稿の目的は，インドネシアにおける高等教育の収益率が高いにも関わらず，

高等教育への就学率が低い原因を，教育投資に対する資本制限として数量的に

明らかにすることである。

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，長年，それについて，多くの研究がなされてきた。インドネシア

においても，同様で，教育投資について議論され，研究され，そして教育投資

が実施されてきた。しかし，２００５年の時点において，貧困ライン以下の人口が，

都市部において１１．４％，農村部において１９．５％存在し，貧困問題は解消せず，

依然として所得格差問題が存在している。したがって，貧困と所得格差解消手

段として，教育投資が，現時点においても有効であるといえる。

前稿において，インドネシアの各教育水準に対する収益率を推定した(1)。そ

の結果は，中等および高等教育における高収益率を示した。しかし，それにも

関わらず，小稿の表４と表５とに示されるように，中等および高等教育におけ

る低就学率が観察される。その背景を，教育投資の資本制限として，数量的に

探るのが小稿の課題である。その際，データとして，２００２年の家計費調査の個

別結果表を用いる。インドネシアの家計費調査は，インドネシア語で，Survei

Sosial Economi Nasional（英語では，National Socio-economic Surveyと表記され
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ている。）と呼ばれ，略して，スサナス SUSENASと呼ばれている。以下，小

稿において，インドネシアの家計調査をスサナスであらわす。

低就学率の要因が教育投資の資本制限の存在である点について，多くの研究

がなされてきた。特に，高等教育投資の資本制限について，研究が集中されて

きた(2)。

各教育レベルにおける就学の障害として多くの要因があり，分類定義ができ

る。経済的視点によれば，入学金や授業料の支払いから教科書や書籍および

日々の文具の購入まで多くの直接経費を要する。加えて，就労すれば得られる

労働所得を無視することによる機会費用や就学時の生活費を考慮する必要があ

る。就学する学校の教育の質によって，教育費が異なるであろう。また，就学

する個人の能力と家計の経済力によって，教育費用の状況が変化する。教育費

用を短期的にみる場合と中長期的にみる場合とによって，家計の負担の度合い

が変化してくる。しかし，小稿において，分析に使用する家計費調査の調査項

目にこれらの教育費用に関する細かい情報が含まれていないので，経済的要因

による就学の障害すべてを，教育投資の資本制限として把握する。

インドネシアにおける教育投資の収益率推定の研究は存在するが，教育投資

の資本制限に関する数量的研究について，筆者は，寡聞にして，その存在を知

らない(3)。したがって，小稿は，インドネシアにおけるこの分野の嚆矢となる

ものであり，教育政策作成に際して，貢献するものであるといえる。

以下，２において，分析に使用するデータについて概説する。３において，

問題の所在について，統計データより確認をおこなう。４において，教育投資

の資本制限の存在を，プロビット関数の計測によって数量的に把握し，５にお

いて，計測結果と資本制限解除の手段としての奨学金とについて考察する。そ

して，６は，むすびにあてられる。

２．データ

スサナスは，１９６３年に最初の調査がおこなわれたが，１９９３年以降，コア

（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎年実施されている。
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コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュール部分は，

（１）消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，犯罪と国

内旅行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される。

近年のスサナスは，人口センサスをベースとしたマスター・サンプリング・

フレームを用いて，都市部分と農村部分との調査地域が決定されてきた。そし

て，都市部分では，２段階の抽出基準で，また，農村部分では，３段階の抽出

基準で，１調査地域より１６戸の家計がサンプルとして抽出され，調査が実施さ

れてきた(4)。なお，都市部分と農村部分との判別は，調査地域の人口密度，農

家家計の割合および公共施設へのアクセスとについてのスコアを作成して，そ

れをおこなっている。

小稿の分析に用いられたデータは，インドネシア人口の３／５が居住するジャ

ワ島部分の２００２年に実施されたインドネシア家計費調査の個別結果表のコア部

分である。コア部分には，調査家計の家族の個人情報が含まれている(5)。小稿

においては，調査家計の構成員中から５歳以上３０歳以下の年齢の個人を分析サ

ンプルとして抜き出し，以下の分析に用いた(6)。なお，世帯主に関する情報お

よびその配偶者の情報も抜き出し，これら情報を分析対象のサンプルに追加し

た。加えて，家族員数や家計費等，家計の特性に関する情報も抜き出し，これ

ら情報を分析対象のサンプルに追加した。

３．事実認識

表１は，２００２年のジャワ島における都市農村別男女別かつ教育水準別の平均

賃金を示したものである(7)。なお，無教育とは，最終学歴の問いに対して，無

回答の場合を無教育とした。表１によれば，農村部において若干の例外が存在

するが，都市農村ともに，かつ男女ともに学歴の上昇とともに，平均賃金が上

昇している点が観察される。より高い労働所得を得るために，より高い教育を

受けることが求められる。しかし，高い教育を受けること，すなわち，それら

教育投資が投資の結果としての収益に見合うものであるかどうか，すなわち，

教育投資が経済合理的であるかどうかが問題である。
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表２は，筆者がミンサー方程式を変形した賃金関数のモデルの推定結果から

推定した各教育水準に対する教育投資の収益率である(8)。表２によれば，若干

の例外が存在するが，都市農村ともに，かつ男女ともに学歴の上昇とともに，

収益率の上昇が観察される。より高い労働所得を求め，かつ，より高い学歴の

収益率が高いのであれば，人々は高い教育水準に対して投資をおこなうことが

合理的行動である。

表３は，２００２年の賃金関数の推定に用いたサンプルの分布を都市農村別男女

別かつ教育水準別に示したものである。表３によれば，都市農村ともに，かつ

男女ともに，高学歴になるにしたがって，サンプル数が少なくなっている点が

観察される。就学時に，合理的と考えられた個人の学歴の最高水準が，表３の

結果であり，それぞれの学歴の教育の収益率が，表２の結果であるとすれば，

表３の多くのサンプルは，就学時の決定が誤りであったと気付くであろう。で

は，自分の子供および孫に高い水準の教育を受けさせているであろうか。

表４は，２００２年スサナスのコア部分における個別結果表の５歳以上３０歳以下

の個人について，小稿において用いた州別都市農村別および年齢区分別サンプ

ル数を示したものである。年齢区分は，５－６歳が前初等教育：幼稚園に対応

表１ 都市農村別男女別教育水準別における平均賃金（ジャワ島，２００２年）
（万ルピア／人／月）

都 市 農 村

男 子
（１）

女 子
（２）

男女平均
（３）

男 子
（４）

女 子
（５）

男女平均
（６）

無教育 ３２．５８ １７．１１ ２１．９４ ２７．３８ １５．２８ １９．７４
小学校中退 ４１．２０ ２１．９０ ３３．０４ ３７．４９ １６．９８ ２９．８３
小学校卒業 ４６．６９ ２６．３７ ３８．８１ ３８．９２ ２３．０４ ３４．３０
中学校卒業 ５８．０１ ３５．４３ ５０．４７ ４７．２５ ２７．９３ ４２．１７
高等学校卒業 ８４．４３ ６０．５５ ７７．３６ ６２．７０ ４１．７５ ５８．２０
職業高等学校卒業 ７６．７６ ５９．５３ ７１．９２ ６５．８０ ５７．８０ ６３．７６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １２０．０１ ８９．６９ １０２．６７ １１０．３７ ９０．０５ １０１．０６
ディプロマⅢ修了 １３８．０９ ９９．３５ １２２．０９ １００．３６ ９６．０２ ９９．０５
ディプロマⅣ修了 １７５．４０ １３１．３２ １５９．８４ ９８．４３ ７２．８９ ９１．０９
修士又は博士課程修了 ３０９．４３ １８６．５８ ２８５．３４ １４０．００ １１１．００ １３５．１７

合 計 ８２．１０ ５４．９４ ７２．５１ ４８．５２ ２９．７２ ４２．５９

（資料）新谷正彦「インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論」『西南学院
大学経済学論集』，第４２巻，第３号，２００７年，１３３‐１７８ページ，表７。なお，２００２年 SUSENAS
個別結果表より集計されたものである。
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表２ 都市農村別男女別教育の収益率（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

都 市 農 村 平均

（５）
男子
（１）

女子
（２）

男子
（３）

女子
（４）

収益率
（１）

小学校中退 ２．４ ３．６ ２．０ ３．３ ２．７
小学校卒業 ４．８ ７．３ ４．０ ６．６ ５．３
中学校卒業 ７．２ １０．９ ６．０ ９．９ ７．９
高等学校卒業 ９．６ １４．６ ８．０ １３．１ １０．８
職業高等学校卒業 １０．４ １５．８ ８．７ １４．２ １１．７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．８ １６．４ ９．１ １４．８ １３．０
ディプロマⅢ修了 １２．０ １８．２ １０．１ １６．４ １４．２
ディプロマⅣ修了 １２．８ １９．４ １０．７ １７．５ １４．８
修士又は博士課程修了 １４．４ ２１．８ １２．１ １９．７ １５．９

平 均 ９．６ １４．０ ６．６ ９．５ ９．９

収益率
（２）

小学校中退 １９．６ ３．２ １０．８ ９．１
小学校卒業 １２．１ ６．５ ８．７ １．８ ８．４
中学校卒業 １０．０ ８．９ ８．１ ６．７ ９．１
高等学校卒業 １０．３ １０．５ ８．１ ６．９ １０．０
職業高等学校卒業 ９．３ ９．６ ８．１ ８．１ ９．２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １１．３ １１．７ １０．５ １１．０ １１．３
ディプロマⅢ修了 １１．３ １１．８ ９．４ ９．３ １１．３
ディプロマⅣ修了 １１．５ １１．４ ８．７ ７．４ １１．１
修士又は博士課程修了 １３．０ １３．０ １０．０ １２．３ １２．８

平 均 １１．１ ８．４ ８．４ ２．９ ８．９

（資料）新谷正彦「インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再
論」『西南学院大学経済学論集』，第４２巻，第３号，２００７年，１３３‐１７８ページ，
表１３，および表１４。

（注）収益率は，１９９８年，２０００年，２００２年と２００４年とにおける各収益率の推計値を単
純平均した値である。最後の平均値の部分は，１９９８年，２０００年，２００２年と２００４
年との各収益率の単純平均値である。収益率（１）は新谷（２００７）の表１３に対応し
たものであり，収益率（２）は同じく表１４に対応したものである。推計方法は，新
谷（２００７）を参照されたい。

表３ 収益率の推定に用いた２００２年の都市農村別男女別教育水準別サンプルの分布（ジャワ島，２００２年）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

無教育 ２４３ ５３６ ７７９ ３４８ ５９７ ９４５ ５９１ １，１３３ １，７２４
小学校中退 １，３７６ １，００８ ２，３８４ １，３９６ ８３２ ２，２２８ ２，７７２ １，８４０ ４，６１２
小学校卒業 ４，８２７ ３，０４７ ７，８７４ ３，９９６ １，６４０ ５，６３６ ８，８２３ ４，６８７ １３，５１０
中学校卒業 ４，２６６ ２，１３７ ６，４０３ １，７７３ ６３３ ２，４０６ ６，０３９ ２，７７０ ８，８０９
高等学校卒業 ６，６３２ ２，７９０ ９，４２２ １，０５６ ２８９ １，３４５ ７，６８８ ３，０７９ １０，７６７
職業高等学校卒業 ３，５１２ １，３８２ ４，８９４ ６８０ ２３３ ９１３ ４，１９２ １，６１５ ５，８０７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ４６７ ６２４ １，０９１ ２４６ ２０８ ４５４ ７１３ ８３２ １，５４５
ディプロマⅢ修了 １，０７７ ７５８ １，８３５ １３０ ５６ １８６ １，２０７ ８１４ ２，０２１
ディプロマⅣ修了 ２，３６５ １，２９０ ３，６５５ ２８５ １１５ ４００ ２，６５０ １，４０５ ４，０５５
修士又は博士課程修了 ２０５ ５０ ２５５ ５ １ ６ ２１０ ５１ ２６１

合 計 ２４，９７０ １３，６２２ ３８，５９２ ９，９１５ ４，６０４ １４，５１９ ３４，８８５ １８，２２６ ５３，１１１

（資料）新谷正彦「インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論」『西
南学院大学経済学論集』，第４２巻，第３号，２００７年，１３３‐１７８ページ，表３。
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した年齢であり，７－９歳が初等教育前期：小学校前半に，１０－１２歳が初等教

育後期：小学校後半に，１３－１５歳が前期中等教育：中学校に，１６－１８歳が後期

中等教育：高等学校に，１９－２２歳が前期高等教育：大学に，そして，２３－３０歳

が後期高等教育：大学院に対応する年齢である(9)。表４によれば，１歳当たり

とした場合，各年齢区分とも，州別都市農村別総サンプル数の変化は観察され

ない。しかし，就学サンプル数は，州別にかかわらず，かつ，都市農村別にか

かわらず，年齢区分の上昇とともに，減少する点が観察される。州別都市農村

別および年齢別に，表４の就学サンプル数を総サンプル数で除して推定した就

学率は，表４の最下段に示されている。

表４の下段に示される州別都市農村別の各年齢区分の就学率に注目すれば，

年齢区分の上昇とともに，すなわち高学歴化とともに，就学率の低下が観察さ

れる。５－６歳が前初等教育：幼稚園に対応した年齢での就学率が低いが，義

務教育である初等教育（７－９歳の年齢区分と１０－１２歳の年齢区分）の就学率

は，各州，各都市，および各農村ともに，９５％以上で１００％近くなっている。

しかし，義務教育である１３－１５歳の前期中等教育：中学校に対応する年齢クラ

スの就学率は，ジャカルタ特別州，ジョクジャカルタ特別州，およびバンテン

州の都市部を除いて，９０％を割っており，バンテン州の農村部で，６１．７％と最

低を示す。１６－１８歳の後期中等教育：高等学校に対応する年齢クラス以上の就

学率は，ジョクジャカルタ特別州の農村部を除いて，各州の農村部の就学率が

都市部のそれに比べて非常に低くなっている点が観察される。１９歳以上の高等

教育：大学および大学院に対応する年齢クラスの就学率は，ジョクジャカルタ

特別州の都市部を除いて，極端に小さくなり，農村部のそれが都市部のそれに

比べてさらに小さくなっている点が観察される。

表５は，通常家計貧困家計別男女別および年齢区分別に，表４と同様に使用

したサンプルに関して，総サンプル数，就学サンプル数，および，就学率を示

したものである。なお，貧困家計とは，各州の都市農村別に算出された貧困ラ

イン以下の家計を意味し，通常家計は，貧困家計でない家計である。小稿にお

いて，各サンプルに，貧困家計かどうかの判別を与えたものである(10)。表５に

よれば，表４と同様の点が観察されるが，就学率に関して，以下の点が指摘で
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（
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きる。すなわち，１５歳までの各年齢区分において，通常家計と貧困家計間にお

ける就学率の差異がなく，また，男女間の就学率の差異も非常に小さく，女子

のそれが大きくなっている。１６歳以上の中等教育になると，通常家計の就学率

が貧困家計のそれよりも，男女とも大きくなっている。そして，高等教育にな

ると，貧困家計の就学率が非常に小さくなっている。

以上の表４と表５との観察結果より，中等教育以上になると，都市部に比べ

て農村部に，男子に比べて女子に，かつ，通常家計に比べて貧困家計において，

より多くの就学についての障害が存在していることがわかる。これらの障害の

要因は何であろうか。多くの社会的，および経済的要因が指摘されているが，

経済的要因はわかりやすいといえよう。家計がその子弟を就学させる資力があ

るかどうかという点が，経済的要因の第１の要因として挙げられる。

資力を示す指標は，数多く存在するが，まず，所得を指標としよう。小稿の

表５ 通常家計貧困家計別男女別および年齢区分別使用サンプルの分布と就学率（ジャワ島，２００２年）

通 常 家 計 貧 困 家 計 小 計 合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

男子
（７）

女子
（８）

総サンプル数

５－６歳 ４，６６２ ４，２８５ ８，９４７ １，６４８ １，５８１ ３，２２９ ６，３１０ ５，８６６ １２，１７６
７－９歳 ７，１４３ ６，６５３ １３，７９６ ２，５９０ ２，３９５ ４，９８５ ９，７３３ ９，０４８ １８，７８１
１０－１２歳 ７，５３０ ６，９０５ １４，４３５ ２，７７２ ２，５２６ ５，２９８ １０，３０２ ９，４３１ １９，７３３
１３－１５歳 ６，８６０ ６，５９４ １３，４５４ ２，４０９ ２，２２７ ４，６３６ ９，２６９ ８，８２１ １８，０９０
１６－１８歳 ７，７９７ ７，４５７ １５，２５４ ２，３５６ ２，２６９ ４，６２５ １０，１５３ ９，７２６ １９，８７９
１９－２２歳 ９，３８０ ９，９８４ １９，３６４ ２，５３６ ２，４７３ ５，００９ １１，９１６ １２，４５７ ２４，３７３
２３－３０歳 １７，５６２ １９，２８１ ３６，８４３ ４，００５ ４，４０３ ８，４０８ ２１，５６７ ２３，６８４ ４５，２５１

合 計 ６０，９３４ ６１，１５９ １２２，０９３ １８，３１６ １７，８７４ ３６，１９０ ７９，２５０ ７９，０３３ １５８，２８３

就学サンプル数

５－６歳 １，１２４ １，０８９ ２，２１３ ３０６ ３３９ ６４５ １，４３０ １，４２８ ２，８５８
７－９歳 ６，９１５ ６，４８２ １３，３９７ ２，４５７ ２，２９５ ４，７５２ ９，３７２ ８，７７７ １８，１４９
１０－１２歳 ７，３７１ ６，７９９ １４，１７０ ２，６４１ ２，４３７ ５，０７８ １０，０１２ ９，２３６ １９，２４８
１３－１５歳 ５，８１３ ５，５６２ １１，３７５ １，６８８ １，６３９ ３，３２７ ７，５０１ ７，２０１ １４，７０２
１６－１８歳 ４，６４５ ４，１４２ ８，７８７ ８００ ７８４ １，５８４ ５，４４５ ４，９２６ １０，３７１
１９－２２歳 １，９８１ １，７１６ ３，６９７ １３１ ７５ ２０６ ２，１１２ １，７９１ ３，９０３
２３－３０歳 ６４３ ４０９ １，０５２ ９ ４ １３ ６５２ ４１３ １，０６５

合 計 ２８，４９２ ２６，１９９ ５４，６９１ ８，０３２ ７，５７３ １５，６０５ ３６，５２４ ３３，７７２ ７０，２９６

就 学 率
（％）

５－６歳 ２４．１ ２５．４ ２４．７ １８．６ ２１．４ ２０．０ ２２．７ ２４．３ ２３．５
７－９歳 ９６．８ ９７．４ ９７．１ ９４．９ ９５．８ ９５．３ ９６．３ ９７．０ ９６．６
１０－１２歳 ９７．９ ９８．５ ９８．２ ９５．３ ９６．５ ９５．８ ９７．２ ９７．９ ９７．５
１３－１５歳 ８４．７ ８４．３ ８４．５ ７０．１ ７３．６ ７１．８ ８０．９ ８１．６ ８１．３
１６－１８歳 ５９．６ ５５．５ ５７．６ ３４．０ ３４．６ ３４．２ ５３．６ ５０．６ ５２．２
１９－２２歳 ２１．１ １７．２ １９．１ ５．２ ３．０ ４．１ １７．７ １４．４ １６．０
２３－３０歳 ３．７ ２．１ ２．９ ０．２ ０．１ ０．２ ３．０ １．７ ２．４

合 計 ４６．８ ４２．８ ４４．８ ４３．９ ４２．４ ４３．１ ４６．１ ４２．７ ４４．４

（資料）２００２年 SUSENAS個別結果表。
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分析データである２００２年スサナスのモジュール部分に，調査サンプルの家計所

得が把握されている。ところが，スサナスのモジュール部分の調査対象サンプ

ル数がコア部分のサンプル数に比べて大きく減少してしまう。幸い，コア部分

に家計の消費支出総額が含まれているので，移転所得で家計所得が修正されて

いるが，家計所得の代理指標として，家計の消費支出額を用いることにした。

家計の家族員数を調整するために，１人当たり消費支出総額を，家計所得の指

標として使用した。

１３－１５歳（前期中等教育：中学校に対応）の年齢区分，１６－１８歳（後期中等

教育：高等学校に対応）の年齢区分，および，１９－２２歳（前期高等教育：大学

に対応）の年齢区分のサンプルを，１人当たり消費支出総額にしたがって，そ

れぞれ４分位に分割し，各分位の就学率を図示したのが，図１である。

図１によれば，中学校，高等学校，および大学の各就学率は，分位の上昇と

ともに，上昇する点が観察される。中学校の場合，第４分位の就学率が９３．２％

であるのに対して，第１分位のそれが６８．８％であり，その差が２４．４ポイント存

在し，高等学校の場合，第４分位の就学率が７３．３％であるのに対して，第１分

位のそれが３０．０％であり，その差が４３．３ポイントと拡大し，大学の場合，第４

分位の就学率が３４．６％であるのに対して，第１分位のそれが３．８％であり，そ

の差が２９．８ポイントも存在している点が観察される。これらの観察結果は，家

計の所得の大小が，就学率に影響を与えていることを示唆しているといえる。

図２は，中学校，高等学校，および大学に対応する各年齢クラスのサンプル

を，さらに，都市部と農村部とに分割し，それぞれの集団のサンプルを，１人

当たり消費支出総額にしたがって，４分位に分割し，各分位の就学率を図示し

たものである。表４で確認した都市部と農村部とにおける就学率の差に対して，

図２はより多くの情報を有していることがわかる。すなわち，図２によれば，

中学校，高等学校，および大学の各就学率は，農村部に比べて都市部において

高く，各地域において，中学校，高等学校，および大学の各就学率は，分位の

上昇とともに，上昇する点が観察される。

そして，都市部の中学校の場合，第４分位の就学率が９３．８％であるのに対し

て，第１分位のそれが７７．７％であり，その差が１６．１ポイントと小さいが，農村

インドネシアにおける教育に対する資本制限 －６１－
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部の中学校の場合，第４分位の就学率が８９．９％であるのに対して，第１分位の

それが６６．１％であり，その差が２４．８ポイントと拡大している点が観察される。

農村部の各分位間の就学率の差が，都市部のそれらより大きくなっている点が

観察される。それは，農村部における所得格差が大きく，農村部の各分位間の

就学率の格差を都市部のそれらに比べて大きくした。また，農村部の第１分位

の所得が都市部のそれより低いために，農村部の第１分位の就学率を都市部の

それに比べて大きく引き下げた。前期中等教育：中学校は，義務教育であるに

も関わらず，第１分位の就学率が特に低くなっている点は，貧困の象徴であり，

未就学者が若年労働力として働かざるを得ない状況を示している。

都市部の高等学校の場合，第４分位の就学率が７５．５％であるのに対して，第

１分位のそれが４４．０％であり，その差が３１．５ポイントと中学校の場合に比べて

拡大し，農村部の高等学校の場合，第４分位の就学率が６０．８％であるのに対し

て，第１分位のそれが２３．６％であり，その差が３７．２ポイントとさらに拡大する

点が観察される。また，都市部と農村部との間で，同じ分位における就学率に

大きな格差が存在している点と，都市部に比べて低い農村部の各分位間の就学

率の格差が都市部のそれらに比べて大きい点とが観察される。これは，中学校

のところで指摘したことと同一であるが，農村部における所得格差が，都市部

のそれより大きいことによるといえる。農村部の高等学校就学に対する障害が，

都市部のそれより大きく，それは，就学に対する経済的要因が大きいことを示

している。

都市部の大学の場合，第４分位の就学率が３６．７％であるのに対して，第１分

位のそれが５．８％と小さくなり，その差が３０．９ポイントもあるが，農村部の大

学の場合，第４分位の就学率が１８．９％と都市部に比べて小さくなり，第１分位

のそれが２．７％とさらに小さくなり，第４分位と第１分位との就学率の差が１６．

２ポイントと縮小している点が観察される。また，第４分位と第３分位との就

学率の差は，都市部と農村部ともに，他の分位間の差に比べて大きくなってい

る点が観察される。この点は，大学に就学するために，多大な経済的負担を要

することを示している。農村部の大学の就学率が低い点は，農村部に大学が立

地することが少ない点にもよるが，各分位間に就学率の差が観察される点は，

－６４－ インドネシアにおける教育に対する資本制限



資力の差に起因する点が大きい点を示している。

図３は，図２における都市と農村とについておこなった作業を，男女間につ

いておこなった４分位分割の結果の就学率を中学校，高等学校，および大学別

かつ男女別に図示したものである。表５において，初等教育と中等教育との就

学率に男女間の大きな差異が見られず，高等教育の就学率に男子優位の点を観

察した。図３によれば，中等教育の場合，第４分位の男子の就学率が，女子の

それより若干高くなっている以外，他の３つの分位における男女間の就学率の

差異が認められない。大学の場合，各分位とも，女子の就学率が男子のそれよ

り低くなっている点が観察される。そして，第３分位と第４分位との間の就学

率の差異が，男女ともに，他の分位間の就学率の差異より，大きくなっている

点が観察される。大学についての観察結果は，大学就学について，経済力が大

きく作用している点を示しているといえる。男女間の差異は，女子教育に対す

る社会的観念の存在を示している。

以上の観察結果をベースに，次節において，各教育レベルに対する就学の推

進要因と阻害要因とを，数量的に明らかにすることによって，教育投資の資本

制限の存在を明らかにしよう。

４．プロビット関数の計測

中学校，高等学校，大学および大学院の就学規定要因を数量的に判別し，教

育投資への資本制限の存在を明らかにする。その方法として，各教育レベルに

対して，就学するか否かという二値選択モデルの推定をおこなう。小稿は，二

値選択モデルとして，i番目のサンプルが就学する確率 Pが

P（yi＝１）＝F（X i’β） （１）

ただし，yi＝１：就学する場合，yi＝０：就学しない場合，

X i：説明変数ベクトル，β：パラメータベクトル。

で表示されるプロビットモデルを用いる。

使用した説明変数は，以下のとおりである。なお，スサナスでは，家計が教

育に投入する資本として直接把握できる指標がないので，教育投資の資力の代

インドネシアにおける教育に対する資本制限 －６５－
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理変数として，図１～図３の作成で用いた家計の所得の代理変数である１人当

たり消費支出総額，貧困家計ダミー変数，および，５つの資産ダミー変数

（１：金，銀，装飾品およびテレビやラジオ等の保有，２：農地の保有，３：

店舗の保有，４：修理店舗の保有，５：その他ビジネスの保有）を用いた。個

人の特性を示す変数として，性別を用いた。そして，就学しないで働いた場合，

稼げる機会費用として賃金率が挙げられる。しかし，就学している全サンプル

に対応した賃金率を設定できなかったので，就学していないサンプルで，労働

所得を得ているサンプルのみ，その賃金を用い，他のサンプルは，ゼロとした。

すなわち，パラメータ・ダミーの考え方を用いた。これら変数で経済的家計特

性を表示できるものとした。

その他家計特性として，家族員数，４歳以下の家族員数，世帯主年齢，およ

び家計の主たる所得稼得者の被雇用者ダミー変数である。そして，サンプルの

居住する地域特性として，ジョクジャカルタ特別州を基準とした残り５州の地

域ダミー変数と都市部ダミー変数を取りあげた。加えて，世帯主の教育水準と

して，９個のダミー変数（小学校中退，小学校卒業，中学校卒業，高等学校卒

業，職業高校卒業，ディプロマⅠまたはⅡ修了，ディプロマⅢ修了，ディプロ

マⅥ修了，大学院修了）と，配偶者の教育水準として，９個のダミー変数（世

帯主と同一の種類）が加えられた。

プロビット関数の推定結果は，表６に示すとおりである。通常のプロビット

回帰係数は，最小自乗法の回帰係数のような限界的な大きさを示さないが，表

６の係数は，説明変数の１単位の変化に対する限界的変化量（∂F/∂Xj：Xjは j

番目の説明変数）を示している(11)。なお，ダミー変数の係数は，０から１へ変

化するときの変化量を示す。ダミー変数は変数名の終わりに＊印をつけて表示

されている。

表６によれば，資力の代理変数であり，所得の代理変数である１人当たり消

費支出総額の係数の符号は，中学校，高等学校，大学および大学院の就学につ

いて，すべてプラスで，かつ，有意水準１％で有意である。高等学校就学の係

数は最大で，次いで中学校，大学，大学院の順に係数は小さくなる点が観察さ

れる。所得の代理変数である１人当たり消費支出総額の増大が，４つの教育課

インドネシアにおける教育に対する資本制限 －６７－



表６ 就学に関するプロビット関数の計測結果（ジャワ島，２００２年）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

経済的家計特性
１人当たり消費支出総額 （１） ０．０２６ ０．０４２ ０．０１８ ０．００１

（６．２５）＊＊ （９．３４）＊＊ （１６．７６）＊＊ （１５．２３）＊＊

１人当たり消費支出総額の二乗（２） －０．０００１８ －０．０００５０ －０．０００１５ －０．００００２
（－５．５５）＊＊ （－７．６０）＊＊ （－１４．０８）＊＊ （－１１．８４）＊＊

貧困家計＊ （３） －０．０４７ －０．１４２ －０．０６７ －０．００６
（－６．５７）＊＊ （－１３．４４）＊＊ （－１２．８４）＊＊ （－７．５９）＊＊

資産１＊ （４） ０．０８０ ０．１１５ ０．００７ －０．００２
（１０．３０）＊＊ （９．４９）＊＊ （１．０３） （－２．４２）＊

資産２＊ （５） －０．０１２ －０．０２３ －０．０２１ －０．００１
（１．８８） （－２．３５）＊ （－４．４９）＊＊ （－１．１４）

資産３＊ （６） ０．０３０ ０．０６８ ０．００３ －０．００１
（３．４６）＊＊ （５．４７）＊＊ （０．５３） （－２．３０）＊

資産４＊ （７） ０．０１３ ０．０３３ －０．０１４ －０．００１
（０．５１） （０．９０） （－１．２３） （－０．６１）

資産５＊ （８） ０．０１６ ０．００２ －０．００７ －０．００１
（２．４７）＊ （０．２３） （－１．４３） （－１．３０）

賃金 （９） －０．５２３ －０．６５３ －０．０４２ －０．００１
（－２３．５２）＊＊ （－３３．２５）＊＊ （－３８．２４）＊＊ （－１５．００）＊＊

性別（男子）＊ （１０） －０．００６ ０．０３８ ０．０２９ ０．００３
（－１．１９） （４．６２）＊＊ （７．６２）＊＊ （８．０５）＊＊

その他家計特性
家族員数 （１１） －０．００５ ０．０１２ ０．０１０ ０．００１

（－２．７７）＊＊ （４．４４）＊＊ （８．０９）＊＊ （７．４７）＊＊

４歳以下の家族員数 （１２） －０．００９ －０．０７４ －０．０７８ －０．００７
（－１．５０） （－７．５６）＊＊ （－１５．９４）＊＊ （－１２．８８）＊＊

世帯主年齢 （１３） ０．００２ ０．００４ ０．００１ ０．０００２
（５．３５）＊＊ （１０．６６）＊＊ （６．８３）＊＊ （９．７５）＊＊

被雇用者＊ （１４） ０．０３１ ０．０４４ －０．０１４ －０．００１
（４．５２）＊＊ （４．３０）＊＊ （－３．２６）＊＊ （－１．８６）

地域特性
ジャカルタ特別州＊ （１５） －０．２３７ －０．２４４ －０．０９０ －０．００５

（－６．３５）＊＊ （－８．８６）＊＊ （－１５．４１）＊＊ （－１１．８７）＊＊

西ジャワ州＊ （１６） －０．２６５ －０．３１２ －０．０９７ －０．００５
（－８．９８）＊＊ （－１３．０９）＊＊ （－１４．９５）＊＊ （－８．４２）＊＊

中部ジャワ州＊ （１７） －０．１１１ －０．１６６ －０．０７７ －０．００４
（－４．４４）＊＊ （－６．５４）＊＊ （－１０．５４）＊＊ （－６．５２）＊＊

東ジャワ州＊ （１８） －０．１４２ －０．１６７ －０．０７７ －０．００５
（－５．５３）＊＊ （－６．６０）＊＊ （－１０．４５）＊＊ （－７．９８）＊＊

バンテン州＊ （１９） －０．２６６ －０．２７４ －０．０７８ －０．００５
（－７．８４）＊＊ （－１０．７２）＊＊ （－１１．８２）＊＊ （－８．８５）＊＊

都市部＊ （２０） ０．０８７ ０．１９４ ０．０５７ ０．００５
（１２．８１）＊＊ （１９．４６）＊＊ （１１．６５）＊＊ （７．４０）＊＊

（注）括弧内の数値は，Z統計量を示し，括弧の右上の＊印は有意水準５％，および＊＊印は有意水
準１％にて，ゼロと有意差があることを示す。
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表６－２ 就学に関するプロビット関数の計測結果（ジャワ島，２００２年）（つづき）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

世帯主教育水準
小学校中退＊ （２１） ０．０２８ ０．１３６ ０．０６４ ０．００９

（３．２１）＊＊ （８．００）＊＊ （５．２０）＊＊ （３．５５）＊＊

小学校卒業＊ （２２） ０．０７８ ０．２２４ ０．１０４ ０．０１２
（８．６２）＊＊ （１３．２９）＊＊ （８．９５）＊＊ （５．５５）＊＊

中学校卒業＊ （２３） ０．１１６ ０．３７８ ０．２２０ ０．０４０
（１１．５８）＊＊ （１９．３０）＊＊ （１３．２８）＊＊ （８．４５）＊＊

高等学校卒業＊ （２４） ０．１２４ ０．３９８ ０．３９２ ０．０９９
（９．３９）＊＊ （１６．８０）＊＊ （１９．９３）＊＊ （１２．５８）＊＊

職業高等学校卒業＊ （２５） ０．１２０ ０．３９７ ０．３２０ ０．０８７
（７．９４）＊＊ （１４．８２）＊＊ （１４．８４）＊＊ （１０．４５）＊＊

ディプロマⅠ又はⅡ修了＊ （２６） ０．４７３ ０．４９１ ０．１７７
（９．６４）＊＊ （１３．０９）＊＊ （１０．８７）＊＊

ディプロマⅢ修了＊ （２７） ０．０７１ ０．４１６ ０．５２１ ０．１１７
（２．４５）＊ （９．４９）＊＊ （１６．２８）＊＊ （１０．３０）＊＊

ディプロマⅣ修了＊ （２８） ０．０８９ ０．３３７ ０．４５４ ０．１１１
（３．３９）＊＊ （８．６８）＊＊ （１６．１０）＊＊ （１０．５１）＊＊

大学院修了＊ （２９） －０．０１０ ０．３５４ ０．４０２ ０．２５１
（－０．１３） （３．９０）＊＊ （８．３６）＊＊ （１０．２３）＊＊

配偶者の教育水準
小学校中退＊ （３０） ０．０１５ －０．０３６ －０．０１９ －０．００２

（２．０３）＊ （－２．８４）＊＊ （－３．０２）＊＊ （－３．０６）＊＊

小学校卒業＊ （３１） ０．０６０ ０．０３５ －０．０２５ －０．００４
（７．９９）＊＊ （２．８９）＊＊ （－４．５９）＊＊ （－６．３０）＊＊

中学校卒業＊ （３２） ０．０９９ ０．１１５ －０．０２５ －０．００３
（８．４５）＊＊ （６．０１）＊＊ （－４．００）＊＊ （－６．４２）＊＊

高等学校卒業＊ （３３） ０．１００ ０．１２２ －０．００８ －０．００３
（６．０３）＊＊ （４．６９）＊＊ （－１．０５） （－６．０５）＊＊

職業高等学校卒業＊ （３４） ０．１０８ ０．１１５ ０．０１８ －０．００３
（４．０７）＊＊ （３．０３）＊＊ （１．５０） （－４．４３）＊＊

ディプロマⅠ又はⅡ修了＊ （３５） ０．１２８ ０．２７９ ０．０７５ －０．０００１
（４．０６）＊＊ （４．４７）＊＊ （３．３５）＊＊ （－０．０４）

ディプロマⅢ修了＊ （３６） ０．０８７ ０．０１１ ０．０２３ －０．００３
（２．３２）＊ （０．２０） （１．１７） （－２．７５）＊＊

ディプロマⅣ修了＊ （３７） ０．０２１ －０．０１８ －０．０３９ －０．００３
（０．５１） （－０．３７） （－２．８６）＊＊ （－２．８２）＊＊

大学院修了＊ （３８） ０．１１６ －０．１１１ －０．０５４ －０．００３
（０．６４） （－０．７０） （－１．６４） （－１．１９）

サンプル数 １８，０９０ １９，８７９ ２４，３７３ ４５，２５１
疑似決定係数 ０．２３３ ０．３０７ ０．３１１ ０．２９９

（注つづき）資産１は金，銀および装飾品および TV等の保有，資産２は，農地の保有，資産３は，
商店の保有，資産４は，修理店舗の保有，資産５は，その他ビジネスの保有を示す。係
数は，説明変数の１単位の変化に対する限界変化量を示す。なお，変数名の右側の＊印
は，ダミー変数であることを示し，その変数の係数はダミー変数が０から１へ変化する
ときの関数の変化量を示す。
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程への就学をすすめることを示し，高等学校への就学に一番効果があることを

示している。所得の代理変数である１人当たり消費支出総額が，その増大とと

もに，各教育水準の就学にその影響力を逓増させるのか，または，逓減させる

のかを判別するために，１人当たり支出額の二乗値を変数に加えた。その係数

の符号は，すべてマイナスで，かつ，有意水準１％で有意である。すなわち，

就学への所得増大の影響力は，４つの教育において逓減的であることを示して

いる。特に，所得の影響力が最大であった高等学校への就学に対する所得増大

の影響の逓減が最大であり，大学院のそれは最小である点が観察される。

貧困家計ダミー変数の係数の符号は，すべてマイナスで，かつ，有意水準１

％で有意である。４つの教育レベルの就学において，貧困家計であることによ

るマイナスの影響力が最大であるのは，高等学校であり，次いで大学である点

が，表６の（３）行目の係数よりわかる。また，大学院のそれは，最小である点

が観察される。

資産ダミー変数のパラメータの推定結果は，次のとおりである。資産ダミー

１変数（金，銀，装飾品およびテレビやラジオ等の保有）の係数の符号は，中

学校，高等学校，および大学の就学について，プラスで，かつ，中学校と高等

学校とのそれらは，有意水準１％で有意である。逆に，大学院の係数の符号は

マイナスとなり，有意水準５％で有意となった。また，高等学校就学の係数が

最大となり，大学院のそれが，最小となった。資産ダミー２変数（農地保有）

の係数の符号は，すべてマイナスで，かつ，高等学校と大学とのそれらは有意

となった。資産である農地の保有が就学に対してマイナスの要因となっている

点は，農地保有家計が農家家計であり，農家家計が相対的に貧困である点を示

しているといえる。資産ダミー３変数（店舗の保有）の係数の符号は，中学校，

高等学校，および大学の就学について，プラスで，かつ，中学校と高等学校と

のそれらは，有意水準１％で有意である。逆に，大学院の係数の符号はマイナ

スとなり，有意水準５％で有意となった。このパターンは，資産ダミー１変数

の場合と同一である。資産ダミー４変数（修理店舗の保有）の係数は，すべて

統計的に有意でなかった。資産ダミー５変数（その他ビジネスの保有）の係数

は，中学校就学の場合のみ，統計的に有意であった。
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資産ダミー１変数の背景として，豊かな家計をイメージすることができ，こ

のような家計の子弟は，高等学校に就学すべき大きな経済的資力を与えられて

いるといえる。資産ダミー３変数の場合も同様に，店舗保有家計は，商業等の

ビジネスを展開し，相対的に豊かな家計をイメージすることができ，このよう

な家計の子弟は，高等学校に就学すべき大きな経済的資力を与えられていると

いえる。

就学しないで働いた場合，稼げる機会費用として賃金が挙げられる。将来高

い収益が期待されるとしても，現時点で，就学の費用より高い賃金を稼げるの

であれば，貧しい家計の子弟は，就学をあきらめ，高い確率で，就労すると考

えられる。しかも就学の費用を家計で準備できなくて，何らかの借入に頼らね

ばならないとすると，なおさらである。小稿のプロビット関数の計測では，こ

の部分に対して，就学している全サンプルに対応した賃金率を設定できなかっ

たので，就学していないサンプルで，労働所得を得ているサンプルのみ，その

賃金を用い，他のサンプルは，ゼロとした。すなわち，パラメータ・ダミーの

考え方を用いた。表６の（９）行目の賃金の係数の推定値に注目すれば，推定さ

れた係数の符号は，中学校，高等学校，大学および大学院ともに，すべてマイ

ナスで，かつ，それらは，有意水準１％で有意である。係数の大きさは，高等

学校のそれが最大で，次いで中学校のそれが大きく，大学および大学院の順に

小さくなる点が観察される。この結果は，賃金率が高くなれば，貧しい家計の

子弟にとって，労働による所得稼得が魅力的になり，就学から遠ざかることを

示している。係数の推定値の大きさから，この点は，高等学校，次いで中学校

の就学について，顕著であるといえる。

以上の推定結果についての観察結果は，就学に対する資本制限の存在の一面

をよく示しており，教育投資の資本制限が存在しているといえる。

表６によれば，性別の男子ダミー変数の係数の符号は，高等学校，大学およ

び大学院の就学について，プラスで，かつ，それらは，有意水準１％で有意で

ある。逆に，中学校の係数の符号はマイナスとなり，ゼロと有意差が認められ

なかった。また，高等学校就学の係数が最大となり，大学，および大学院の順

に係数が小さくなった。中学校就学について男女差が存在しない点は表５にお
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いても確認済みであるが，表６の（１０）行目（１）列目の係数のゼロとの有意差検

定の結果は，中学校就学について男女差が存在しない点を再確認させるもので

ある。ところが，高等学校，大学および大学院の就学について，男女間格差が

あり，男子優位を示している。表２で観察したように，女子の教育投資の収益

率が高いにもかかわらず，高等学校，大学および大学院の就学の男子優位性は，

社会的慣習等経済的要因以外のものが作用していると考えられる。啓蒙活動と

ともに，奨学金等制度的改善を要するといえる。

その他の家計特性をあらわす変数として，家族員数，４歳以下の家族員数，

世帯主年齢，および家計の主たる所得稼得者の被雇用者ダミー変数を，プロビッ

ト関数に導入した。これらの変数の係数の推定結果は，表６の左の中段部分で

ある。

家族員数の係数の符号は，中学校がマイナスで，残り，高等学校，大学と大

学院とが，すべてプラスで，かつ，それらは，有意水準１％で有意である。係

数絶対値の大きさは，高等学校のそれが最大で，次いで大学のそれが大きく，

中学校および大学院の順に小さくなる点が観察される。しかし，係数の絶対値

そのものが小さい点が観察される。

４歳以下の家族員数の係数の符号は，中学校，高等学校，大学および大学院

ともに，すべてマイナスで，かつ，それらは，中学校の場合を除いて，有意水

準１％で有意である。係数絶対値の大きさは，大学のそれが最大で，次いで高

等学校のそれが大きく，中学校および大学院の順に小さくなる点が観察される。

しかし，係数の絶対値そのものが小さい点が家族員数の場合と同様に観察され

る。

世帯主の年齢の係数の符号は，中学校，高等学校，大学および大学院ともに，

すべてプラスで，かつ，それらは有意水準１％で有意である。係数絶対値の大

きさは，高等学校のそれが最大であるが，他の教育レベルの係数の大きさと大

差なく，数値そのものが非常に小さい点が観察される。

家計の主たる所得稼得者の被雇用者ダミー変数の係数の符号は，中学校と高

等学校とがプラスであり，大学と大学院とのそれがマイナスで，かつ，それら

は，大学院の場合を除いて，有意水準１％で有意である。係数絶対値の大きさ
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は，高等学校のそれが最大で，次いで中学校のそれが大きく，大学および大学

院の順に小さくなる点が観察される。しかし，係数の絶対値そのものが小さい

点が家族員数の場合と同様に観察される。

これら４つの変数は，間接的であるが，家計の経済状況を示しているといえ

る。すなわち，子弟が中学校レベルで家族員数が大であることは，世帯主が若

く，１人当たり所得が低いことを示し，係数の符号がマイナスとなっている。

また，高等学校および高等教育レベルにおいて，家族員数が大きいということ

は，世帯主の年齢も高く，稼得所得のある子弟もあり，家計所得が豊かである

ことになり，高等学校以降の係数がプラスとなっていることで理解できる。４

歳以下の家族員数が多いということは，世帯主が若く，かつ稼得所得が低いこ

とを意味し，就学についてマイナスの要因となり，係数がすべてマイナスと

なっていることが理解できる。世帯主年齢が高まれば，稼得所得も高まること

になり，係数の符号がすべてプラスとなっていることが理解できる。家計の主

たる所得稼得者が被雇用者であることは，２つのことを意味している。金融業

や通信業のような知的労働に従事する被雇用者の所得は高くなり，農業や建設

業のような単純労働に従事する被雇用者の所得は低くなる。したがって，どち

らの労働に従事しているかによって，所得の大小が変化し，就学への影響も不

明である。ただ，表６の推定結果では，中学校と高等学校とへの就学について

プラスに，大学についてマイナスの効果となってあらわれたといえよう。した

がってこれらの推定結果は，各教育レベルの教育投資に対して資本制限が存在

していることを，間接的に，示しているといえる。

サンプルの居住する地域特性が，就学に対してどのような影響を与えるかを

知るために，ジョクジャカルタ特別州を基準とした残り５州（ジャカルタ特別

州，西ジャワ州，中部ジャワ州，東ジャワ州，およびバンテン州）のそれぞれ

のダミー変数をプロビット関数に導入した。表６に示されるとおり，５州すべ

てのダミー変数の係数の符号は，中学校，高等学校，大学および大学院ともに，

すべてマイナスで，かつ，それらは，有意水準１％で有意である。係数の大き

さは，高等学校のそれが最大で，次いで中学校のそれが大きく，大学および大

学院の順に小さくなる点が観察される。高等学校の係数の絶対値は，西ジャワ
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州のそれが最大で，バンテン州，ジャカルタ特別州，東ジャワ州，および中部

ジャワ州も順に小さくなっている。高等学校の就学率は，ジョクジャカルタ特

別州が６州中最大であり，中部ジャワ州，東ジャワ州，ジャカルタ特別州，バ

ンテン州，および西ジャワ州の順に，高等学校の就学率が低下することを示し

ている。

また，サンプルの居住する地域特性を示す変数として，農村部に対する都市

部ダミー変数を関数に導入した。都市部ダミー変数の係数の符号は，中学校，

高等学校，大学および大学院ともに，すべてプラスで，かつ，それらは，有意

水準１％で有意である。係数の大きさは，高等学校のそれが最大で，次いで中

学校のそれが大きく，大学および大学院の順に小さくなる点が観察される。各

教育レベルへの就学率は，都市部のそれが農村部のそれに比べて大きいことを

示している。この点は表４および図２の観察結果を再確認するものである。

表６の右側上半分の部分（表６のつづき部分）は，世帯主の最終学歴がその

子弟の各教育レベルの就学へおよぼす影響を示す部分である。大学院修了者の

子弟の中学校就学の部分を例外として，各学歴の子弟の各教育レベルの就学へ

の影響を示す係数は，すべてプラスの符号であり，有意水準１％で有意である。

加えて，各教育レベルとも，学歴の上昇とともに，就学への影響度は趨勢的に

増加している点が観察される。ただ，その影響力は，中学校の場合，高等学校

卒業で最大となり，高等学校と大学の場合，ディプロマⅠ又はⅡ修了で最大と

なり，大学院の場合，大学院修了が最大となっている。係数の大きさから判断

すると，高等学校と大学との就学に際し，世帯主の最終学歴の影響力が大きい

点が確認できる。

表６の右側下半分の部分は，世帯主の配偶者の最終学歴がその子弟の各教育

レベルの就学へおよぼす影響を示す部分である。その影響は，混乱した推定結

果となっている。中学校就学については，すべての学歴ダミー変数の係数は，

すべてプラスの符号であり，ディプロマⅣと大学院修了の場合を除いて，推定

された係数はゼロと有意差を有している。加えて，ディプロマⅠ又はⅡ修了に

至るまで，学歴の上昇とともに，就学への影響度は趨勢的に増加している点が

観察される。高等学校就学に際して，配偶者の学歴が小学校中退とディプロマ
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Ⅳと大学院修了との場合，これらのダミー変数の係数の符号がマイナスとなり，

小学校中退の係数がゼロと有意差を示した。ディプロマⅢとディプロマⅣと大

学院修了との係数は，ゼロと有意差を示さなかった。小学校卒業よりディプロ

マⅠ又はⅡ修了に至るまで，各係数の符号はプラスであり，有意水準１％で有

意であった。そして，学歴の上昇とともに就学への影響度は，趨勢的に増加し

ている点が観察される。大学就学に際する配偶者の学歴の符号がプラスとなっ

たのは，職業高校卒業とディプロマⅠ又はⅡ修了とディプロマⅢ修了の場合の

みであり，ディプロマⅠ又はⅡ修了の場合のみ，有意水準１％で有意であった。

そして，他の学歴の係数の符号は，マイナスとなり，統計的に有意な係数が５

個もあらわれた。この結果に対して，筆者は納得いかないので，次節の課題と

したい。大学院就学に際して，配偶者の学歴の影響がすべてマイナスとなった。

この結果も，筆者は納得いかないので，次節の課題としたい。

５．若干の考察

前節の大学と大学院との就学に対するプロビット関数の計測結果において，

配偶者学歴ダミー変数の係数の推定結果が，一部分，期待に反するものであっ

た。改善の余地があるかどうか，考察を試みる。

一般に，世帯主と配偶者との最終学歴が相関していることが指摘されている。

インドネシアの場合も，世帯主と配偶者との最終学歴が相関しているかどうか

検討を試みた。表７は，中学校，高等学校，大学および大学院への就学相当年

齢のグループについて，分析に使用したサンプルを用いて，世帯主と配偶者と

の最終学歴の相関表を作成した結果である(12)。表７によれば，各年齢グループ

ともに，直線的でないが，世帯主の最終学歴と配偶者の最終学歴とは良く相関

しているといえる。表７の最下段部分における５－３０歳の全サンプルの場合に

おいても，同様の点が指摘できる。

表７の結果を考慮すれば，（１）式のプロビット関数計測に際して，配偶者の

学歴ダミー変数を除外しても良いことになる(13)。表８は，配偶者の学歴ダミー

変数を削除したプロビット関数の計測結果である。表８によれば，配偶者の学
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表７ 子弟の就学相当年齢の世帯主と配偶者との最終学歴の相関表（ジャワ島，２００２年）

配 偶 者 学 歴

無教育

（１）

小学校
中 退
（２）

小学校
卒 業
（３）

中学校
卒 業
（４）

高等学校
卒 業
（５）

１３－１５歳
（中学校相当）

世
帯
主
学
歴

無教育 （１） １，２２９ ２８１ １２９ ５ ４
小学校中退 （２） １，１９３ １，９１６ ８１３ ６６ ８
小学校卒業 （３） １，００４ １，２４３ ４，０３２ ２９６ ４１
中学校卒業 （４） ２３４ １９１ ９４６ ５７５ ８９
高等学校卒業 （５） １２２ ３６ ２１９ ４８１ ６５１
職業高等学校卒業 （６） ４９ ４２ １９１ ２２０ １９１
ディプロマⅠ又はⅡ修了 （７） １３ １ ２８ ３９ ４８
ディプロマⅢ修了 （８） １６ ０ １４ ３２ １３３
ディプロマⅣ修了 （９） ２０ １ ８ ３５ １９６
大学院修了 （１０） １ ０ １ ２ １８

合 計 （１１） ３，８８１ ３，７１１ ６，３８１ １，７５１ １，３７９

１６－１８歳
（高等学校相当）

世
帯
主
学
歴

無教育 （１２） １，４９４ ２８３ １２１ ５ １
小学校中退 （１３） １，３７８ ２，１８２ ８１７ ４０ ７
小学校卒業 （１４） １，２４１ １，４１５ ４，０４８ ３２０ ４３
中学校卒業 （１５） ４８２ ２００ ９７２ ６０６ １００
高等学校卒業 （１６） ２２１ ３８ ２４７ ４５７ ６７２
職業高等学校卒業 （１７） ７０ ４５ ２０３ ２６８ １４６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 （１８） ２４ １ ３８ ４８ ３３
ディプロマⅢ修了 （１９） ３１ ２ １２ ３０ ９９
ディプロマⅣ修了 （２０） ４１ １ １０ ３４ ２０２
大学院修了 （２１） ２ ０ ０ ４ ２２

合 計 （２２） ４，９８４ ４，１６７ ６，４６８ １，８１２ １，３２５

１９－２２歳
（大学相当）

世
帯
主
学
歴

無教育 （２３） １，８０８ ３０８ １２５ １ ３
小学校中退 （２４） １，６９９ ２，１８７ ７９８ ７５ ６
小学校卒業 （２５） １，５７３ １，５３３ ４，８４３ ５０７ ５２
中学校卒業 （２６） ５９５ １９３ １，３２３ ８９３ １２４
高等学校卒業 （２７） ８３１ ３６ ３８７ ７３２ ８２８
職業高等学校卒業 （２８） １７９ ５２ ２６８ ３２４ １９６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 （２９） ２８ ３ ４２ ３９ ４１
ディプロマⅢ修了 （３０） ３９ ４ ９ ４３ １３６
ディプロマⅣ修了 （３１） ５２ ０ ２３ ５４ ２３３
大学院修了 （３２） ２ ０ ０ ８ ２４

合 計 （３３） ６，８０６ ４，３１６ ７，８１８ ２，６７６ １，６４３

２３－３０歳
（大学院相当）

世
帯
主
学
歴

無教育 （３４） ２，８４７ ３６８ ２０８ １５ ８
小学校中退 （３５） ２，２７８ ２，８７１ １，４０２ １５１ ２３
小学校卒業 （３６） ２，３３１ ２，１１７ ９，８６１ １，３０４ ２２１
中学校卒業 （３７） ８６９ ３５０ ２，７１７ ２，１８５ ４４５
高等学校卒業 （３８） ９５８ ７２ ８８８ １，６７４ ２，４０３
職業高等学校卒業 （３９） ３２４ ７２ ５０８ ７５６ ６４１
ディプロマⅠ又はⅡ修了 （４０） ５９ ３ ５０ ７０ ９９
ディプロマⅢ修了 （４１） １４２ ３ ２６ ７０ ３０２
ディプロマⅣ修了 （４２） ２０９ ３ ３２ ７９ ４４４
大学院修了 （４３） １０ ０ １ ６ ３１

合 計 （４４） １０，０２７ ５，８５９ １５，６９３ ６，３１０ ４，６１７

５－３０歳
サンプル
合 計

世
帯
主
学
歴

無教育 （４５） １０，３８６ １，８５０ ８８５ ４６ ２１
小学校中退 （４６） ９，０２７ １３，８０９ ６，１６６ ５３６ ７０
小学校卒業 （４７） ８，２５４ ９，３７８ ３４，４４９ ３，６６６ ５８０
中学校卒業 （４８） ２，６３１ １，３５７ ８，７５０ ６，２６６ １，２０４
高等学校卒業 （４９） ２，３９９ ２９０ ２，６３０ ４，９３１ ７，０６４
職業高等学校卒業 （５０） ７３８ ３０２ １，６９９ ２，３４４ １，８６２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 （５１） １４３ １０ ２１１ ２７８ ３４９
ディプロマⅢ修了 （５２） ２５７ １０ ８８ ２５２ １，００９
ディプロマⅣ修了 （５３） ３７２ １１ ９０ ２８１ １，６８５
大学院修了 （５４） １７ ０ ２ ２２ １３４

合 計 （５５） ３４，２２４ ２７，０１７ ５４，９７０ １８，６２２ １３，９７８

（資料）２００２年 SUSENAS個別結果表。
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配 偶 者 学 歴

職業高等
学校卒業
（６）

ディプロマⅠ
又はⅡ修了
（７）

ディプロマⅢ
修 了
（８）

ディプロマⅣ
修 了
（９）

大学院
修 了
（１０）

合 計

（１１）

０ ０ ０ ０ ０ １，６４８
３ ４ ０ ０ ０ ４，００３
１７ ９ １ ２ ０ ６，６４５
５３ １６ ６ ３ ０ ２，１１３
９７ ４６ ３０ ３８ １ １，７２１
１２１ ２４ １１ １４ １ ８６４
１９ ４３ ３ ０ ０ １９４
２４ １９ ４３ ２３ ０ ３０４
４３ ２６ ７６ １２８ ７ ５４０
１ ３ １４ １３ ５ ５８

３７８ １９０ １８４ ２２１ １４ １８，０９０

１ ０ ０ ０ ０ １，９０５
８ ０ ０ ０ ０ ４，４３２
３３ ９ ３ ０ ０ ７，１１２
５８ ２４ ６ ６ １ ２，４５５
９３ ４５ ３４ ３９ ０ １，８４６
１１４ ３１ １３ １５ １ ９０６
１６ ４３ ３ ０ ０ ２０６
２４ ２１ ４２ ３６ １ ２９８
４２ ３８ ９２ １６７ ７ ６３４
１ ３ ２３ ２２ ８ ８５

３９０ ２１４ ２１６ ２８５ １８ １９，８７９

１ ０ ０ ０ ０ ２，２４６
４ １ ０ ０ ０ ４，７７０
５０ ６ ３ ０ ０ ８，５６７
７６ １７ ３ ３ ０ ３，２２７
１１１ ３０ ３７ ４０ ２ ３，０３４
１４５ ２０ １１ １２ ５ １，２１２
８ ３１ １ １ ０ １９４
３５ ２５ ４２ １９ ０ ３５２
５３ ４０ ６４ １４２ ７ ６６８
７ ６ ２５ ２３ ８ １０３

４９０ １７６ １８６ ２４０ ２２ ２４，３７３

１ ０ ０ ０ ０ ３，４４７
１２ ０ ０ １ １ ６，７３９
１０４ １７ ０ ２ ０ １５，９５７
１９２ ２０ ９ １０ ０ ６，７９７
４１２ ８６ ８１ １０７ ３ ６，６８４
４２３ ３９ １７ ３２ １ ２，８１３
３０ ４８ ３ ８ １ ３７１
７８ ３９ １１７ ４９ ０ ８２６
１０１ ６５ １７３ ３８５ ２ １，４９３
６ ４ ２９ ２９ ８ １２４

１，３５９ ３１８ ４２９ ６２３ １６ ４５，２５１

４ ０ ０ ０ ０ １３，１９２
５６ ８ ０ ２ ２ ２９，６７６
３３４ ６１ １３ ６ ０ ５６，７４１
５６５ １１３ ５０ ３４ ３ ２０，９７３
１，１５６ ３３０ ３０８ ３４８ ９ １９，４６５
１，２４２ １７３ ９２ １１９ １０ ８，５８１
１２９ ２４１ ２５ １８ １ １，４０５
２３４ １４８ ３７７ ２１８ ２ ２，５９５
３７７ ２７１ ６４７ １，３６９ ３７ ５，１４０
２４ ２０ １１８ １３１ ４７ ５１５

４，１２１ １，３６５ １，６３０ ２，２４５ １１１ １５８，２８３
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表８ 就学に関するプロビット関数の計測結果（その２）（ジャワ島，２００２年）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

経済的家計特性
１人当たり消費支出総額 （１） ０．０２８ ０．０４２ ０．０１８ ０．００２

（６．６７）＊＊ （９．４９）＊＊ （１７．４４）＊＊ （１６．６５）＊＊

１人当たり消費支出総額の二乗（２） －０．０００１８ －０．０００５０ －０．０００１６ －０．００００２
（－６．０７）＊＊ （－７．７６）＊＊ （－１４．６８）＊＊ （－１２．７７）＊＊

貧困家計＊ （３） －０．０５２ －０．１４３ －０．０６７ －０．００６
（－７．０６）＊＊ （－１３．６５）＊＊ （－１２．８２）＊＊ （－７．４２）＊＊

資産１＊ （４） ０．０９２ ０．１２１ ０．００５ －０．００３
（１１．５２）＊＊ （１０．１１）＊＊ （０．７２） （－３．４３）＊＊

資産２＊ （５） －０．００８ －０．０１９ －０．０２２ －０．００１
（－１．２０） （－１．９９）＊ （－４．７２）＊＊ （－１．５６）

資産３＊ （６） ０．０３４ ０．０７１ ０．００１ －０．００１
（３．８１）＊＊ （５．７０）＊＊ （０．２７） （－２．６４）＊＊

資産４＊ （７） ０．０１１ ０．０３７ －０．０１５ －０．００１
（０．４５） （１．００） （－１．３２） （－０．８５）

資産５＊ （８） ０．０２１ ０．００５ －０．００７ －０．００１
（３．１３）＊＊ （０．５４） （－１．４８） （－１．５５）

賃金 （９） －０．５４９ －０．６６１ －０．０４２ －０．００１
（－２３．９６）＊＊ （－３３．６９）＊＊ （－３８．２１）＊＊ （－１４．６７）＊＊

性別（男子）＊ （１０） －０．００６ ０．０３８ ０．０３０ ０．００４
（－１．０９） （４．５９）＊＊ （７．９０）＊＊ （８．７１）＊＊

その他家計特性
家族員数 （１１） －０．００５ ０．０１３ ０．００９ ０．００１

（－２．３７）＊ （４．６３）＊＊ （７．２８）＊＊ （５．９１）＊＊

４歳以下の家族員数 （１２） －０．００７ －０．０７３ －０．０７９ －０．００７
（－１．１６） （－７．５３）＊＊ （－１６．２５）＊＊ （－１３．５０）＊＊

世帯主年齢 （１３） ０．００１ ０．００４ ０．００１ ０．０００２
（４．０３）＊＊ （１０．４６）＊＊ （６．９４）＊＊ （１０．０７）＊＊

被雇用者＊ （１４） ０．０４０ ０．０５０ －０．０１４ －０．００１
（５．７４）＊＊ （５．０１）＊＊ （－３．２５）＊＊ （－２．２９）＊

地域特性
ジャカルタ特別州＊ （１５） －０．２４３ －０．２４０ －０．０９１ －０．００６

（６．４３）＊＊ （８．７２）＊＊ （１５．７９）＊＊ （１２．６５）＊＊

西ジャワ州＊ （１６） －０．２６５ －０．３０６ －０．０９９ －０．００６
（－８．８９）＊＊ （－１２．８９）＊＊ （－１５．４１）＊＊ （－９．４６）＊＊

中部ジャワ州＊ （１７） －０．１１６ －０．１６４ －０．０７８ －０．００５
（－４．５３）＊＊ （－６．５１）＊＊ （－１０．７０）＊＊ （－７．０５）＊＊

東ジャワ州＊ （１８） －０．１４６ －０．１６２ －０．０７８ －０．００６
（－５．５８）＊＊ （－６．４４）＊＊ （－１０．７１）＊＊ （－８．５４）＊＊

バンテン州＊ （１９） －０．２７９ －０．２７１ －０．０７９ －０．００５
（－８．１０）＊＊ （－１０．６４）＊＊ （－１２．１２）＊＊ （－９．５３）＊＊

都市部＊ （２０） ０．０９３ ０．１９８ ０．０５８ ０．００５
（１３．２８）＊＊ （１９．９５）＊＊ （１１．８１）＊＊ （７．９５）＊＊

（注）括弧内の数値は，Z統計量を示し，括弧の右上の＊印は有意水準５％，および＊＊印は有意水
準１％にて，ゼロと有意差があることを示す。
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歴ダミー変数削除は，各教育レベルのプロビット関数計測結果に対する疑似決

定係数の値をわずかに小さくしたが，表６における計測結果を変更するもので

なかった。したがって，中学校，高等学校，大学および大学院への人的教育投

資の資本制限が存在するという前節の結論を変更するものでないといえる。

表６の観察結果において，高等学校，大学および大学院の就学に男女間格差

があり，男子優位を示した。表８も同一の結果を示す。他の変数について，女

子はどのような係数をとるかを検討したのが，表９である。すなわち，女子の

みのサンプルを用いて，表８と同一のプロビット関数を計測した結果が表９で

ある。

表８－２ 就学に関するプロビット関数の計測結果（その２）（ジャワ島，２００２年）（つづき）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

世帯主教育水準
小学校中退＊ （２１） ０．０３２ ０．１２７ ０．０５３ ０．００７

（３．７１）＊＊ （７．７９）＊＊ （４．５１）＊＊ （２．９６）＊＊

小学校卒業＊ （２２） ０．１０２ ０．２４１ ０．０８７ ０．００９
（１２．３２）＊＊ （１５．４７）＊＊ （７．９５）＊＊ （４．３０）＊＊

中学校卒業＊ （２３） ０．１３９ ０．４１３ ０．１９４ ０．０２８
（１５．５８）＊＊ （２２．７０）＊＊ （１２．６３）＊＊ （６．９８）＊＊

高等学校卒業＊ （２４） ０．１５３ ０．４５５ ０．３７５ ０．０７３
（１４．５１）＊＊ （２２．２８）＊＊ （２０．３３）＊＊ （１１．１７）＊＊

職業高等学校卒業＊ （２５） ０．１４１ ０．４４７ ０．３０４ ０．０６０
（１１．１８）＊＊ （１８．５１）＊＊ （１４．９５）＊＊ （８．９８）＊＊

ディプロマⅠ又はⅡ修了＊ （２６） ０．５１６ ０．４９４ ０．１３８
（１１．６３）＊＊ （１３．５２）＊＊ （９．９９）＊＊

ディプロマⅢ修了＊ （２７） ０．１１３ ０．４５８ ０．５２６ ０．０８３
（５．２２）＊＊ （１１．６７）＊＊ （１７．２８）＊＊ （９．０４）＊＊

ディプロマⅣ修了＊ （２８） ０．１２１ ０．３８２ ０．４４２ ０．０７６
（６．６６）＊＊ （１１．８１）＊＊ （１７．２４）＊＊ （９．１９）＊＊

大学院修了＊ （２９） ０．０５５ ０．３８１ ０．３８３ ０．１７９
（０．９２） （４．５７）＊＊ （８．５４）＊＊ （９．１６）＊＊

サンプル数 １８，０９０ １９，８７９ ２４，３７３ ４５，２５１
疑似決定係数 ０．２２４ ０．３０３ ０．３０７ ０．２９２

（注つづき）資産１は金，銀および装飾品および TV等の保有，資産２は，農地の保有，資産３は，
商店の保有，資産４は，修理店舗の保有，資産５は，その他ビジネスの保有を示す。係
数は，説明変数の１単位の変化に対する限界変化量を示す。なお，変数名の右側の＊印
は，ダミー変数であることを示し，その変数の係数はダミー変数が０から１へ変化する
ときの関数の変化量を示す。
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表９ 女子就学に関するプロビット関数の計測結果（その２）（ジャワ島，２００２年）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

経済的家計特性
１人当たり消費支出総額 （１） ０．０２７ ０．０５５ ０．０３２ ０．００１

（４．２８）＊＊ （６．５５）＊＊ （１６．８５）＊＊ （９．６１）＊＊

１人当たり消費支出総額の二乗（２） －０．０００１８ －０．００１７０ －０．００１０５ －０．００００１
（－３．０４）＊＊ （－５．０７）＊＊ （－１２．５９）＊＊ （－７．２１）＊＊

貧困家計＊ （３） －０．０４０ －０．１１４ －０．０４１ －０．００４
（－３．７８）＊＊ （－７．４２）＊＊ （－７．１２）＊＊ （－４．７４）＊＊

資産１＊ （４） ０．０８７ ０．１１６ ０．００２ －０．００２
（７．６１）＊＊ （６．６６）＊＊ （０．２１） （１．９４）

資産２＊ （５） －０．０１３ －０．０４４ －０．０２１ ０．００００２
（－１．３９） （３．１６）＊＊ （４．２３）＊＊ （０．０３）

資産３＊ （６） ０．０３７ ０．０５８ －０．００６ －０．００１
（３．０４）＊＊ （３．３７）＊＊ （－１．１０） （－１．１０）

資産４＊ （７） －０．０３２ ０．０４４ －０．０２４ ０．００１
（－０．８２） （０．８７） （２．２６）＊ （０．７３）

資産５＊ （８） ０．０２３ ０．００９ －０．００６ －０．００１
（２．４６）＊ （０．６５） （－１．３３） （－１．１３）

賃金 （９） －０．５４２ －０．６７６ －０．０４３ －０．０００４
（－２０．３９）＊＊ （－２７．８４）＊＊ （－２４．０８）＊＊ （－６．３８）＊＊

その他家計特性
家族員数 （１０） －０．００７ ０．０１３ ０．０１０ ０．００１

（２．５１）＊ （３．４１）＊＊ （８．１０）＊＊ （３．３１）＊＊

４歳以下の家族員数 （１１） －０．００５ －０．１１０ －０．０７８ －０．００６
（－０．６１） （－８．２５）＊＊ （－１６．３９）＊＊ （－１０．８３）＊＊

世帯主年齢 （１２） ０．００２ ０．００５ ０．００１ ０．０００１
（３．６１）＊＊ （９．３１）＊＊ （７．２２）＊＊ （６．６８）＊＊

被雇用者＊ （１３） ０．０４１ ０．０１６ －０．００９ －０．００１
（４．２１）＊＊ （１．１６） （－２．００）＊ （－２．０８）＊

地域特性
ジャカルタ特別州＊ （１４） －０．２５５ －０．２６６ －０．０６４ －０．００４

（－４．８５）＊＊ （－７．２２）＊＊ （－１２．２２）＊＊ （－８．３７）＊＊

西ジャワ州＊ （１５） －０．２７０ －０．３２７ －０．０７０ －０．００４
（－６．４７）＊＊ （－１０．０４）＊＊ （－１１．２４）＊＊ （－６．５８）＊＊

中部ジャワ州＊ （１６） －０．１０９ －０．１９１ －０．０５４ －０．００３
（－３．１０）＊＊ （－５．３８）＊＊ （－７．３２）＊＊ （－４．８１）＊＊

東ジャワ州＊ （１７） －０．１５０ －０．１９４ －０．０５７ －０．００４
（－４．１３）＊＊ （－５．４７）＊＊ （－７．７３）＊＊ （－５．８８）＊＊

バンテン州＊ （１８） －０．３００ －０．２６７ －０．０５４ －０．００３
（－６．１６）＊＊ （－７．５５）＊＊ （－９．１９）＊＊ （－６．６４）＊＊

都市部＊ （１９） ０．０９２ ０．２２１ ０．０３７ ０．００５
（９．３４）＊＊ （１５．７７）＊＊ （６．９９）＊＊ （６．２９）＊＊

（注）括弧内の数値は，Z統計量を示し，括弧の右上の＊印は有意水準５％，および＊＊印は有意水
準１％にて，ゼロと有意差があることを示す。
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表９によれば，各変数の符号は，表６や表８と同一であるが，係数の大きさ

が，表８と比べて，見かけ上，若干，大きくなっている変数が多いことが観察

される。すなわち，女子の教育投資に対する資本制限が，全体として見た場合

より大きい結果をあらわしている。

教育投資の資本制限を緩和する手段のひとつは，経済的に就学困難な家計の

子弟に，奨学金の貸与または給付である。表１０は，分析に用いた２００２年のスサ

ナスのコア部分の個別結果表の情報から奨学金の受給率を計算し，州別，都市

農村別，年齢区分別，かつ，通常家計貧困家計別に，それを示したものである(14)。

年齢区分は，表４や表５と同じく，５－６歳が前初等教育（幼稚園），７－９

表９－２ 女子就学に関するプロビット関数の計測結果（その２）（ジャワ島，２００２年）（つづき）

中学校
（１）

高等学校
（２）

大 学
（３）

大学院
（４）

世帯主教育水準
小学校中退＊ （２０） ０．０４５ ０．１３９ ０．０７４ ０．００６

（３．７３）＊＊ （５．７２）＊＊ （４．５６）＊＊ （２．０７）＊

小学校卒業＊ （２１） ０．１０９ ０．２５６ ０．０８５ ０．００３
（９．２１）＊＊ （１１．０３）＊＊ （６．０３）＊＊ （１．５０）

中学校卒業＊ （２２） ０．１３８ ０．４３３ ０．１６９ ０．０１１
（１１．２５）＊＊ （１６．１９）＊＊ （８．２４）＊＊ （３．３５）＊＊

高等学校卒業＊ （２３） ０．１５２ ０．４４５ ０．２９２ ０．０３４
（１０．６５）＊＊ （１４．７９）＊＊ （１１．７６）＊＊ （６．０１）＊＊

職業高等学校卒業＊ （２４） ０．１３９ ０．４８７ ０．２７５ ０．０２８
（７．８９）＊＊ （１３．７６）＊＊ （９．８０）＊＊ （４．７４）＊＊

ディプロマⅠ又はⅡ修了＊ （２５） ０．５５２ ０．４４０ ０．０８７
（８．５０）＊＊ （８．９８）＊＊ （６．０１）＊＊

ディプロマⅢ修了＊ （２６） ０．０９４ ０．４４３ ０．３７３ ０．０２９
（３．１１）＊＊ （８．２２）＊＊ （９．５４）＊＊ （４．２８）＊＊

ディプロマⅣ修了＊ （２７） ０．１０５ ０．３５４ ０．３２３ ０．０３８
（４．１８）＊＊ （７．９０）＊＊ （９．９０）＊＊ （５．１６）＊＊

大学院修了＊ （２８） ０．１０６ ０．３８８ ０．２４８ ０．０８０
（１．５７） （３．３４）＊＊ （５．１９）＊＊ （５．１０）＊＊

サンプル数 ８，８２１ ９，７２６ １２，４５７ ２３，６８４
疑似決定係数 ０．２３７ ０．３１９ ０．３５６ ０．２６７

（注つづき）資産１は金，銀および装飾品および TV等の保有，資産２は，農地の保有，資産３は，
商店の保有，資産４は，修理店舗の保有，資産５は，その他ビジネスの保有を示す。係
数は，説明変数の１単位の変化に対する限界変化量を示す。なお，変数名の右側の＊印
は，ダミー変数であることを示し，その変数の係数はダミー変数が０から１へ変化する
ときの関数の変化量を示す。
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表
１０

通
常
家
計
貧
困
家
計
別
州
別
都
市
農
村
別
お
よ
び
年
齢
区
分
別
奨
学
金
受
給
率
（
ジ
ャ
ワ
島
，
２０
０２
年
） 合

計 合
計

（
１４
）

７
．５
８
．９

１１
．３

１３
．７

１１
．１
７
．９
４
．１

１０
．７

２０
．０

２０
．３

２４
．６

２８
．３

２４
．５

２４
．３

３０
．８

２３
．９

１０
．３

１１
．９

１４
．８

１７
．０

１３
．２
８
．８
４
．４

１３
．６

（
資
料
）
２０
０２
年

SU
SE

N
A

S
個
別
結
果
表
。

（
注
）
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州
の
サ
ン
プ
ル
は
，
す
べ
て
都
市
に
所
属
す
る
。

農
村

（
１３
）

１０
．２

１１
．８

１３
．９

１７
．５

１４
．８

１４
．０
４
．５

１４
．０

１９
．６

２１
．０

２５
．８

２８
．３

２６
．７

２３
．５

５０
．０

２４
．４

１２
．８

１４
．５

１７
．４

２０
．１

１６
．５

１４
．９
５
．６

１６
．７

都
市

（
１２
）

５
．６
６
．５
９
．０

１１
．０
９
．５
６
．９
４
．０

８
．５

２０
．４

１９
．６

２３
．３

２８
．３

２３
．６

２４
．５

２７
．３

２３
．４

８
．４
９
．５

１２
．４

１４
．７

１１
．７
７
．７
４
．３

１１
．４

バ
ン
テ
ン
州

農
村

（
１１
）

５
．９
５
．１
４
．７
３
．７
４
．０
６
．３
０
．０

４
．６

０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０

０
．０

５
．９
５
．１
４
．７
３
．７
４
．０
６
．３
０
．０

４
．６

都
市

（
１０
）

４
．６
３
．１
４
．７
５
．０
３
．４
３
．７
０
．０

４
．０

０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０
０
．０

０
．０

４
．６
３
．１
４
．７
５
．０
３
．４
３
．７
０
．０

４
．０

東
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
９
）

９
．９

１２
．７

１５
．１

２０
．９

１７
．２

１８
．９
７
．７

１５
．８

１９
．７

２１
．０

２５
．７

２７
．３

２８
．８

２６
．７

５０
．０

２４
．５

１２
．７

１５
．４

１８
．６

２２
．７

１９
．４

１９
．９

１０
．７

１８
．４

都
市

（
８
）

７
．１

１０
．３

１２
．６

１５
．９

１２
．８
９
．４
５
．９

１２
．１

２１
．８

２２
．８

２６
．８

３２
．１

２４
．２

２４
．６

５０
．０

２６
．３

１０
．９

１４
．０

１６
．６

２０
．８

１５
．４

１０
．６
６
．３

１５
．８

ジ
ョク
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州

農
村

（
７
）

２０
．８

１８
．３

２３
．２

２４
．７

１６
．７

２０
．６

１１
．１

２０
．８

２３
．１

２０
．０

２９
．７

２３
．５

３６
．７

５０
．０
０
．０

２６
．１

２１
．６

１８
．９

２５
．５

２４
．４

２０
．４

２３
．７

１１
．１

２２
．４

都
市

（
６
）

６
．５

１０
．７

１２
．１

１６
．８

１２
．１
８
．２
４
．２

１０
．４

２８
．６

２５
．０

３８
．０

４２
．１

３６
．１
０
．０
０
．０

３４
．５

１０
．５

１３
．８

１９
．４

２２
．７

１５
．１
８
．１
４
．２

１３
．９

中
部
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
５
）

１２
．８

１６
．４

１９
．２

２１
．２

１５
．６
９
．７
２
．９

１７
．８

２０
．３

２４
．１

２９
．２

３１
．８

２５
．３

１３
．３
０
．０

２７
．３

１５
．３

１９
．１

２２
．８

２４
．１

１６
．９

１０
．０
２
．９

２０
．７

都
市

（
４
）

６
．６
８
．３

１２
．２

１４
．０

１２
．１
８
．２
４
．２

１０
．９

２２
．４

２２
．１

２５
．２

２９
．７

２７
．０

２６
．９

２０
．０

２５
．４

１１
．２

１２
．９

１６
．５

１８
．５

１５
．２
９
．８
４
．６

１４
．９

西
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
３
）

４
．０
６
．３
８
．２
９
．７

１１
．１

１２
．１
０
．０

８
．０

１２
．５

１３
．２

１５
．８

２０
．９

１４
．９
０
．０
０
．０

１５
．５

５
．１
７
．９
９
．９

１１
．６

１１
．５

１１
．８
０
．０

９
．５

都
市

（
２
）

４
．７
４
．２
６
．７
８
．２
７
．９
５
．４
４
．０

６
．３

１１
．４

１１
．６

１４
．５

１９
．１

１７
．１

２１
．４

２５
．０

１５
．０

５
．４
５
．７
８
．５

１０
．３
９
．２
５
．８
４
．５

７
．９

ジ
ャ
カ
ル
タ

特
別
州

（
１
）

３
．９
３
．３
４
．１
５
．８
５
．４
３
．７
２
．７

４
．４

１１
．１

１０
．１

１５
．１

１３
．２
４
．９

２５
．０
０
．０

１２
．０

４
．４
３
．８
４
．９
６
．１
５
．４
４
．０
２
．７

４
．８

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

通
常
家
計

貧
困
家
計

合
計
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歳が初等教育前期（小学校前半），１０－１２歳が初等教育後期（小学校後半），

１３－１５歳が前期中等教育（中学校），１６－１８歳が後期中等教育（高等学校），

１９－２２歳が前期高等教育（大学），そして，２３－３０歳が後期高等教育（大学院）

に対応する年齢である。表１０によれば，まず，貧困家計の就学サンプルの約４

分の１が奨学金を受給している点が観察される。州によって異なるが，通常家

計の就学サンプルの奨学金受給率は，貧困家計のそれの約半分となっており，

都市部に比べて農村部の受給率が多くなっている点が観察される。中等教育や

高等教育といった教育レベル間における受給率の大きな差異が観察されない。

これは，付表に示される表１０の受給率推定のベースとなった実数によれば，高

等教育に進むにしたがって，就学サンプルと受給サンプルとが，急速に減少す

るために，表１０に観察される結果となったといえよう。高等教育における教育

投資の資本制約を解除する上で，より多くの潜在的就学対象者が奨学金を受給

できるようにする点が，緊急の政策課題であるといえる。

表１１ 通常家計貧困家計別男女別および年齢区分別奨学金受給サンプルの分布と受給率（ジャワ島，２００２年）

通 常 家 計 貧 困 家 計 小 計 合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

男子
（７）

女子
（８）

就学サンプル数

５－６歳 １，１２４ １，０８９ ２，２１３ ３０６ ３３９ ６４５ １，４３０ １，４２８ ２，８５８
７－９歳 ６，９１５ ６，４８２ １３，３９７ ２，４５７ ２，２９５ ４，７５２ ９，３７２ ８，７７７ １８，１４９
１０－１２歳 ７，３７１ ６，７９９ １４，１７０ ２，６４１ ２，４３７ ５，０７８ １０，０１２ ９，２３６ １９，２４８
１３－１５歳 ５，８１３ ５，５６２ １１，３７５ １，６８８ １，６３９ ３，３２７ ７，５０１ ７，２０１ １４，７０２
１６－１８歳 ４，６４５ ４，１４２ ８，７８７ ８００ ７８４ １，５８４ ５，４４５ ４，９２６ １０，３７１
１９－２２歳 １，９８１ １，７１６ ３，６９７ １３１ ７５ ２０６ ２，１１２ １，７９１ ３，９０３
２３－３０歳 ６４３ ４０９ １，０５２ ９ ４ １３ ６５２ ４１３ １，０６５

合 計 ２８，４９２ ２６，１９９ ５４，６９１ ８，０３２ ７，５７３ １５，６０５ ３６，５２４ ３３，７７２ ７０，２９６

奨学金受給
サンプル数

５－６歳 ８８ ７７ １６５ ６２ ６７ １２９ １５０ １４４ ２９４
７－９歳 ５９５ ６０１ １，１９６ ４９８ ４６９ ９６７ １，０９３ １，０７０ ２，１６３
１０－１２歳 ８１１ ７９１ １，６０２ ６３８ ６１３ １，２５１ １，４４９ １，４０４ ２，８５３
１３－１５歳 ７５１ ８０９ １，５６０ ４６６ ４７６ ９４２ １，２１７ １，２８５ ２，５０２
１６－１８歳 ４９８ ４８０ ９７８ １９７ １９１ ３８８ ６９５ ６７１ １，３６６
１９－２２歳 １７３ １１９ ２９２ ３３ １７ ５０ ２０６ １３６ ３４２
２３－３０歳 ２４ １９ ４３ ４ ０ ４ ２８ １９ ４７

合 計 ２，９４０ ２，８９６ ５，８３６ １，８９８ １，８３３ ３，７３１ ４，８３８ ４，７２９ ９，５６７

奨学金受給率
（％）

５－６歳 ７．８ ７．１ ７．５ ２０．３ １９．８ ２０．０ １０．５ １０．１ １０．３
７－９歳 ８．６ ９．３ ８．９ ２０．３ ２０．４ ２０．３ １１．７ １２．２ １１．９
１０－１２歳 １１．０ １１．６ １１．３ ２４．２ ２５．２ ２４．６ １４．５ １５．２ １４．８
１３－１５歳 １２．９ １４．５ １３．７ ２７．６ ２９．０ ２８．３ １６．２ １７．８ １７．０
１６－１８歳 １０．７ １１．６ １１．１ ２４．６ ２４．４ ２４．５ １２．８ １３．６ １３．２
１９－２２歳 ８．７ ６．９ ７．９ ２５．２ ２２．７ ２４．３ ９．８ ７．６ ８．８
２３－３０歳 ３．７ ４．６ ４．１ ４４．４ ０．０ ３０．８ ４．３ ４．６ ４．４

合 計 １０．３ １１．１ １０．７ ２３．６ ２４．２ ２３．９ １３．２ １４．０ １３．６

（資料）２００２年 SUSENAS個別結果表。
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表１１は，中等教育以降で見いだされた就学についての男女間格差が，奨学金

受給においても見いだされるかどうかを判別するために，表１０と同一のサンプ

ルを用いて作成されたものである。表１１によれば，後期中等教育に至るまで，

見かけ上，通常家計と貧困家計において，奨学金受給者数および奨学金受給率

ともに，男女間の格差は見いだされない。高等教育になると，通常家計および

貧困家計ともに，男女間の格差が生じ，男子優勢となる点が観察される。また，

通常家計において，就学者数が急激に減少するのは，高等教育に入ってからで

あるのに対して，貧困家計において，就学者数が急激に減少するのは，男女と

もに中等教育に入ってからである点が観察される。したがって，貧困家計の中

等教育の潜在的就学対象者に奨学金を受給できるようにする点も，緊急の政策

課題であるといえる。加えて，高等教育における女子の潜在的就学対象者に奨

学金を受給できるようにする点も，重大な政策課題であるといえる。

６．むすび

前稿において，インドネシアの各教育レベルに対する収益率を推定した結果，

中等および高等教育の収益率が高い点，および男子に比べて女子のそれが高い

点が判明した。しかし，中等および高等教育における就学率は低い点が観察さ

れる。その理由が教育投資における種々の資本制限にある点を，インドネシア

の家計費調査であるスサナスの２００２年の個別結果表を用いて，数量的に明らか

にし，その分析過程と結果より，多くの点が明らかになった。

義務教育である初等教育で，高い就学率が観察され，都市農村間，男女間，

および通常家計と貧困家計間で，就学率格差が見いだされなかった。しかし，

義務教育にかかわらず，前期中等教育（中学校）の就学率は，都市部に比べて

農村部で低くなり始めた。加えて，後期中等教育（高等学校）から高等教育に

進むにつれて，就学率が低下し，かつ，都市部に比べて農村部，男子に比べて

女子，および通常家計に比べて貧困家計において，就学率が低下する点が観察

された。また，所得によってサンプルを４分位分割すると，所得の低い第１分

位の就学率は，上記比較の分類において最低を示した。この観察結果は，就学
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率決定に，経済的要因が大きく関与している点を示すものであった。

各教育レベルにおいて，各サンプルが就学するか就学しないかという点を二

値選択モデルとして特定化し，プロビット関数を計測することによって，就学

を決定する要因を数量的に判別した。その結果は，各教育レベルにおいて，経

済的要因を示す変数が大きな就学決定要因となっている点，すなわち，教育投

資における資本制限の存在する点を明らかにすることができた。

また，プロビット関数の計測結果は，高等学校，大学および大学院の就学に

ついて，男女間格差があり，男子優位を示した。女子の教育投資の収益率が高

いという前稿の推定結果にもかかわらず，高等学校，大学および大学院の就学

の男子優位性は，社会的慣習等，経済的要因以外のものが作用している点を考

えることができる。女子の後期中等教育以降の教育投資について，啓蒙活動と

ともに，奨学金等の制度的改善が必要であるといえる。

教育投資の資本制限を緩和する手段は，経済的に就学困難な家計の子弟に，

奨学金を貸与または給付することである。分析に利用したスサナスのサンプル

によれば，通常家計の就学サンプルの奨学金受給率は，貧困家計のそれの約半

分となっており，都市部に比べて農村部の受給率が多くなっている点が観察さ

れた。しかし，中等教育から高等教育へ進むにしたがって，就学サンプルと受

給サンプルとが，急速に減少するために，奨学金受給率の都市農村間の格差の

変化は見いだされなかった。中等および高等教育における教育投資の資本制約

を解除する上で，より多くの潜在的就学対象者に奨学金を貸与または給付でき

るようにする点が，インドネシア政府の緊急の政策課題であるといえる。

通常家計および貧困家計ともに，高等教育において，奨学金受給率の男女間

格差が生じ，男子優勢となる点が観察された。また，通常家計の就学者数が急

減するのは，高等教育に入ってからであるのに対して，貧困家計の就学者数が

急減するのは，男女ともに中等教育に入ってからである点が観察された。した

がって，貧困家計の中等教育以降の潜在的就学対象者に奨学金を受給できるよ

うにする点も，緊急の政策課題であるといえる。加えて，高等教育における女

子の潜在的就学対象者に奨学金を受給できるようにする点も，重大な政策課題

であるといえる。
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以上の分析は，２００２年のスサナスの個別結果表を用いた結果であるが，１９９６

年，１９９９年，および２００４年のスサナスの個別結果表を用いた場合も，同一の結

果を得ることができた。これらの結果を簡潔に統一する形で，別の機会に発表

する予定である。

注

＊：小稿は，2007年度日本学術振興会科学研究費「疑似パネルデータ利用によるイン
ドネシア農家家計の貧困要因に関する数量的研究」（課題番号：18580236，研究代表
者：新谷正彦）における研究成果の一部である。

(1) 新谷［2005］［2007］を参照されたい。
(2) 例えば，Kane［1994］，Card［1999］，Kane and Rouse［1999］，Rothstein and Rouse
［2007］，Brown and Scholz and Seshadri［2007］等を参照されたい。また，Carneiro
and Heckman［2002］は，サーベイ論文でないが，この分野の研究について要領良
い要約がなされている。

(3) 教育投資に関する「資本制限」や「借入制限」や「信用制限」といった言葉が出
てこないが，就学に関する規定要因の分析にまで，範囲を広げると，インドネシ
アについて，Deolalikar［1993］やMillimet and Racine［2003］の研究が存在する。
しかし，インドネシアの経済分析のジャーナルである Bulletin of Indonesian Eco-
nomic Studies の Vol.21，No.1，1985から Vol.43，No.3，2007まで検索したが，該当
する論文を見いだせなかった。

(4) 詳しくは，BPS［2002］を参照されたい。この刊行物は，コア部分の集計公表刊行
物である。なお，BPSは，インドネシア中央統計局 Badan Pusat Statistikの略号で
ある。

(5) 調査表の項目については，注4の刊行物を参照されたい。
(6) 分析のためのサンプルは，インドネシア全体のサンプルより，統計ソフト Stataを
用いて，選択，抽出，併合した。

(7) 2002年スサナスのコア部分における個別結果表の個人の労働所得のあるサンプル
について，筆者が集計した値である。

(8) 新谷［2007］を参照されたい。
(9) 年齢区分は，Ministry of Education and Culture［1998］による。ただし，百瀬［2001］

の表3－1と表3－2とからの再引用である。
(10) 2002年における各州の都市農村別貧困ラインの値は，BPS［2002］の Table 12.6と

Table 12.7とより得た。これらの値より低い1人当たり消費支出総額を示すサンプル
を，貧困家計とした。

(11) プロビット回帰係数の推定に用いた統計ソフト Stataには，直接，係数の限界的大
きさを推定するコマンドを備えている。

(12) 使用したサンプルは，就学年齢の個人のサンプルであり，そのサンプルに家計の
情報を添付したものである。したがって，兄弟が同一の年齢グループにおれば，
兄弟の数だけ世帯主と配偶者との情報がカウントされることになる。プロビット
関数計測サンプルに対して問題にしているので，このままでよいといえる。しか
し，純粋に，世帯主と配偶者との最終学歴を問題とするのであれば，サンプルと
して1家計のサンプルから作表する必要がある。

－８６－ インドネシアにおける教育に対する資本制限



(13) 配偶者を説明変数に加えたきっかけは，多くの研究が子供の健康や勉学に対して
母親の教育水準の重要性を指摘しており，インドネシアに関するMillimet and
Racine［2003］の研究に触発されたことによる。

(14) 使用したサンプルは，就学年齢の個人のサンプルであり，そのサンプルに家計の
情報を添付したものである。そして，奨学金受給の情報は，家計についての情報
であるために，兄弟が同一の年齢グループにおれば，兄弟の数だけ奨学金受給の
情報がカウントされることになる。したがって，表10および表11の奨学金受給率
は，過大推計となっている可能性がある。
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２ ２ ８ １４ ７ ２ ２ ０ ３５

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

就
学
サ
ン
プ
ル
数

奨
学
金
受
給

サ
ン
プ
ル
数

就
学
サ
ン
プ
ル
数

奨
学
金
受
給

サ
ン
プ
ル
数

通
常
家
計

貧
困
家
計

－８８－ インドネシアにおける教育に対する資本制限



付
表
－
２

通
常
家
計
貧
困
家
計
別
州
別
都
市
農
村
別
お
よ
び
年
齢
別
奨
学
金
受
給
サ
ン
プ
ル
の
分
布
（
ジ
ャ
ワ
島
，
２０
０２
年
）（
つ
づ
き
）

合
計 合

計
（
１４
）

２
，８
５８

１８
，１
４９

１９
，２
４８

１４
，７
０２

１０
，３
７１

３
，９
０３

１
，０
６５

７０
，２
９６ ２９
４

２
，１
６３

２
，８
５３

２
，５
０２

１
，３
６６ ３４
２ ４７

９
，５
６７

（
資
料
）
２０
０２
年

SU
SE

N
A

S
個
別
結
果
表
。

（
注
）
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州
の
サ
ン
プ
ル
は
，
す
べ
て
都
市
に
所
属
す
る
。

農
村

（
１３
）

１
，２
２５

８
，７
６７

９
，４
２４

６
，２
５４

３
，１
３８ ５８
５ ９０

２９
，４
８３ １５
７

１
，２
６８

１
，６
３６

１
，２
５８ ５１
９ ８７ ５

４
，９
３０

都
市

（
１２
）

１
，６
３３

９
，３
８２

９
，８
２４

８
，４
４８

７
，２
３３

３
，３
１８ ９７
５

４０
，８
１３ １３
７

８９
５

１
，２
１７

１
，２
４４ ８４
７

２５
５ ４２

４
，６
３７

バ
ン
テ
ン
州

農
村

（
１１
） ３４ ６５
１

７４
６

４０
８

１７
５ ３２ ５

２
，０
５１ ２ ３３ ３５ １５ ７ ２ ０ ９４

都
市

（
１０
）

１０
８

７０
５

７５
０

６３
５

５０
４

１８
８ ４５

２
，９
３５ ５ ２２ ３５ ３２ １７ ７ ０ １１
８

東
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
９
） ４５
５

２
，９
５９

３
，０
９８

２
，１
３１

１
，１
７７ ２３
６ ２８

１０
，０
８４ ５８ ４５
６

５７
７

４８
４

２２
８ ４７ ３

１
，８
５３

都
市

（
８
） ４３
２

２
，４
０１

２
，５
２７

２
，２
３２

２
，０
７８ ７７
２

２０
６

１０
，６
４８ ４７ ３３
７

４２
０

４６
４

３２
０ ８２ １３

１
，６
８３

ジ
ョク
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州

農
村

（
７
） ３７ ２６
５

２８
２

２３
４

１６
２ ３８ ９

１
，０
２７ ８ ５０ ７２ ５７ ３３ ９ １ ２３
０

都
市

（
６
） ３８ ２５
３

２５
３

２４
２

２８
４

３９
７

１４
３

１
，６
１０ ４ ３５ ４９ ５５ ４３ ３２ ６ ２２
４

中
部
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
５
） ５２
４

３
，０
５０

３
，３
３１

２
，３
８０

１
，１
８１ ２１
１ ３５

１０
，７
１２ ８０ ５８
４

７５
８

５７
４

２０
０ ２１ １

２
，２
１８

都
市

（
４
） ４５
４

２
，５
１１

２
，７
７８

２
，３
１８

１
，８
２８ ７７
５
２１
７

１０
，８
８１ ５１ ３２
４
４５
９
４２
９
２７
７ ７６ １０

１
，６
２６

西
ジ
ャ
ワ
州

農
村

（
３
） １７
５

１
，８
４２

１
，９
６７

１
，１
０１ ４４
３ ６８ １３

５
，６
０９ ９
１４
５
１９
４
１２
８ ５１ ８ ０ ５３
５

都
市

（
２
） ３５
１

２
，３
１２

２
，２
７３

１
，８
９２

１
，４
０８ ５８
４
１７
７

８
，９
９７ １９ １３
２
１９
３
１９
５
１２
９ ３４ ８ ７１
０

ジ
ャ
カ
ル
タ

特
別
州

（
１
） ２５
０

１
，２
００

１
，２
４３

１
，１
２９

１
，１
３１ ６０
２
１８
７

５
，７
４２ １１ ４５ ６１ ６９ ６１ ２４ ５ ２７
６

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

５
－
６
歳

７
－
９
歳

１０
－
１２
歳

１３
－
１５
歳

１６
－
１８
歳

１９
－
２２
歳

２３
－
３０
歳

合
計

就
学
サ
ン
プ
ル
数

奨
学
金
受
給

サ
ン
プ
ル
数

合
計
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